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と「妻が中心だが も手伝う」を併せた
（80.7%）、日常の買い物
ます。 

実施）と比較すると、
全ての分野について「ほとんど妻がしている」の割合が前回調査よ

、「妻が中心だが夫も手伝う」の割合が高くな
進んでいると考えられるものの、

担う偏りのある現状が見られることから、引き続き、啓発を推

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校において
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施しており、その割合は平成

年度は 74.9%、平成
教科等に男女共同参画の視点を位置づけた学校の割合は、

95.5%、平成 27
今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

※「男女共同参画に関す 県民意識と生活基礎調査」から作成
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教科等に男女共同参画の視点を位置づけた学校の割合は、

27 年度は 96.6
今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

の普 に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。
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進んでいると考えられるものの、家庭における家事の

担う偏りのある現状が見られることから、引き続き、啓発を推

学校、高等学校、特別支援学校において
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施しており、その割合は平成

年度は 74.2％と
教科等に男女共同参画の視点を位置づけた学校の割合は、

96.6％となっています。
今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意
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%）、日常の

食事の支度や後片付け、
全ての分野について「ほとんど妻がしている」の割合が前回調査よ
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家庭における家事の

担う偏りのある現状が見られることから、引き続き、啓発を推

学校、高等学校、特別支援学校において
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施しており、その割合は平成
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に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」 
「ほとんど妻がし

89.0%）、食
日常の家計管

食事の支度や後片付け、家の 
全ての分野について「ほとんど妻がしている」の割合が前回調査よ

家庭における家事の役 
担う偏りのある現状が見られることから、引き続き、啓発を推 

学校、高等学校、特別支援学校においては、 
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施しており、その割合は平成 

なっています。 
16 年度 
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今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

 





 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ 家庭
県内における自治会長の女性割合は、

（2014
おり、低い水準で推移しています。
平成

おいて、乳児・就学前の幼児の養育は前回調査
います。
一方、

の割合が
おり、

    
課
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家庭・地域における男女共同参画の推進
県内における自治会長の女性割合は、

2014）年度は
おり、低い水準で推移しています。
平成 27年に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」

おいて、乳児・就学前の幼児の養育は前回調査
ます。 
一方、家庭における高齢者の介護等は、

の割合が10.1％
おり、男性に比べて女性の
人口減少や高齢化が

課題に対して、
参画していくことが

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※農林水産部担い手支援課調

地域における男女共同参画の推進
県 における自治会長の女性割合は、

年度は 3.1%
おり、低い水準で推移しています。

施 画
前

家庭における高齢者の 護等は、
％、

性
人口減少や高齢化が加 域

課題に対して、 の
していくことが求められます。

※農林水産部担い手支援課調べ 

地域における男女共同参画の推進
県内における自治会長の女性割合は、

に増加していますが、平成
おり、低い水準で推移しています。

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
おいて、乳児・就学前の幼児の養育は前回調査

庭における高齢者の介護等は、
『女性（「娘」と「息子の妻」の合算）』の割合が

男性に比べて女性の負担となっている
加速する中で、地域の活力を維持するため

男女のいずれか一方に偏ることなく、
求められます。

 

※環境生活部男女共同参画・ＮＰＯ課べ
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地域における男女共同参画の推進 
県内における自治会長の女性割合は、平成

に増加していますが、平成
おり、低い水準で推移しています。 

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
おいて、乳児・就学前の幼児の養育は前回調査

家庭における高齢者の介護等は、『男性（「息子」と
『女性（「娘」と「息子の妻」の合算）』の割合が

となっている
加速する中で、地域の活力を維持するため

男女のいずれか一方に偏ることなく、
求められます。 

※環境生活部男女共同参画・ＮＰＯ課

 
平成 21（2009）

に増加していますが、平成 27（2015

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
おいて、乳児・就学前の幼児の養育は前回調査に比べて

『男性（「息子」と
『女性（「娘」と「息子の妻」の合算）』の割合が

となっている現状がうかがえます。
加速する中で、地域の活力を維持するため

男女のいずれか一方に偏ることなく、さまざまな活動に

※農林水産部担い手支援課調べ

※環境生活部男女共同参画・ＮＰＯ課べ 

）年度の 2. %
2015）年度には

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
に比べて女性の負担

『男性（「息子」と「娘の夫」 合算）』
『女性（「娘」と「息子の妻」の合 ）』の割合が

現状が かがえます。
加速する中で、地域の活力を維持するため

さまざまな活動に

※農林水産部担い手支援課調べ

2.4%から平成
には 3.0%に減少して

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
女性の負担割合が減少

「娘の夫」の合算）』
『女性（「娘」と「息子の妻」の合算）』の割合が25.9％となって

現状がうかがえます。 
加速する中で、地域の活力を維持するためには、多様な

さまざまな活動に男女が共に

※農林水産部担い手支援課調べ 

 

から平成 26 
に減少して 

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」に 
割合が減少して

「娘の夫」の合算）』
％となって

多様な地域 
男女が共に 



 

Ⅴ 心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組
 
Ⅴ―Ⅰ
① 男女の健康
  がん
30.0%
と

また、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成
平成

    男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や
情
保されるよう、今後とも体制の整備等を推進する必要があります。

もに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 生活の支援
社会

面し
また、

において
発等

今後
て、安心して生活できる
に困難な状況に陥ることのないよう、さまざまな分野で
進める必要があります。

心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組

Ⅴ―Ⅰ 生涯を通じた男女の健康と生活の支援
男女の健康 
がん検診の受診率は、平成

30.0%に対して、平成
となっています

また、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成
成 27年度は
男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や

情報を入手し、
保されるよう、今後とも体制の整備等を推進する必要があります。

さらに、安全
もに、不妊の悩みを軽減するため

生活の支援 
社会経済情勢
し、生活上の困難を抱える場合があります。
また、近年関心が高まっている性的マイノリティの人びと

において人権が尊重され、安心して生活できるよう、男女共同参画の視点からも
等の取組を進めることが求められます。
今後とも、貧困や高齢、障がい等によって、困難な立場に置かれた人びとに対し

て、安心して生活できる
に困難な状況に陥ることのないよう、さまざまな分野で
進める必要があります。

 
検
に対して、平成 6

となっています（平成 2
ま 、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成

は 248 件に
形 女

情報を入手し、 を
も す

さらに、安全で
軽

 
経済情勢 帯

抱
近年関心が高まっている性的マイ リティの人びと

れ
を進めることが求められます。

て に
活

に困難な状況に陥ることのない う、さまざまな分野で
要

心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組

生涯を通じた男女の健康と生活の支援

検診の受診率は、平成 25 年度
26年度は乳がん
26年度が直近値）

また、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成
増加しています。

男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や
生涯を通じた健康上の問題に留意するための必要な機会が提供・確

保されるよう、今後とも体制の整備等を推進する必要があります。
安心な妊娠・出産

の悩みを軽減するため相談や治療に係る支援を継続すること

の変化によって、非正規労働者やひとり親世帯等が新たな課題に直
、生活上の困難を抱える場合があります。

近年関心が高まっている性的マイノリティの人びと
人権が尊重され、安心して生活できるよう、男女共同参画の視点からも
を進めることが求められます。

貧困や高齢、障がい等によって、困難な立場に置かれた人びとに対し
て、安心して生活できる環境の整備を推進
に困難な状況に陥ることのないよう、さまざまな分野で
進める必要があります。 
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ています。 

男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や
健康上の問題に留意するための必要な機会が提供・確

保されるよう、今後とも体制の整備等を推進する必要があります。
出産ができるよう
相談や治療に係る支援を継続すること

の変化によって、非正規労働者やひとり親世帯等が新たな課題に直
、生活上の困難を抱える場合があります。

近年関心が高まっている性的マイノリティの人びと
人権が尊重され、安心して生活できるよう、男女共同参画の視点からも
を進めることが求められます。 

貧困や高齢、障がい等によって、困難な立場に置かれた人びとに対し
環境の整備を推進する

に困難な状況に陥ることのないよう、さまざまな分野で

※健康福祉部健康づ り課調べ

心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組 
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、子宮頸がん

また、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成

男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や
健康上の問題に留意するための必要な機会が提供・確

保されるよう、今後とも体制の整備等を推進する必要があります。
ができるよう、サービスや体制を充実するとと

相談や治療に係る支援を継続すること
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近年関心が まっている性的マイノリティの人びと
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貧困や高齢、障がい等によって、困難な立場に置かれた人びとに対し
するとともに

に困難な 況に陥ることのないよう、さ ざまな分野で

※健康福祉部健康づくり課調べ 
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、子宮頸がん 54.2%、大腸がん

また、三重県不妊専門相談センターへの相談件数は、平成 26年

男女共同参画社会の形成に向けて、男女の身体的性差を理解するための知識や
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サービスや体制を充実すると

相談や治療に係る支援を継続すること
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近年関心が高まっている性的マイノリティの人びとが学校や職場、地域等
人権が尊重され、安心して生活できるよう、男女共同参画の視点からも

貧困や高齢、障がい等によって、困難な立場に置かれた人びとに対
とともに、女性であることで複合的
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年度の 225
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が学校や職場、地域等
人権が尊重され、安心して生活できるよう、男女共同参画の視点からも
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女性であることで複合的
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② マタニティ・ハラスメント等
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において、
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ら 割
な
  働くことを希望する女性が安心して妊娠、出産、育児のできる職場環境づくりと
男性が子育てに参画をする動きを広めるため
けた

 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 犯
   性犯罪・性暴力被害者が

支
27 年６月１日から開始し、

   今後も、被害者が躊躇せずに必要な相談や支援を受けることができるよう、関係
機関と連携し
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県内における

べ）は、平成
平成 27年度
おいて、マタハラについて
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なっています。

働くことを希望する女性が安心して妊娠、出産、育児のできる職場環境づくりと
男性が子育てに参画をする動きを広めるため
けた啓発を推進する必要があります。

性犯罪・性暴力
性犯罪・性暴力被害者が

プ支援センター）として
年６月１日から開始し、
今後も、被害者が躊躇せずに必要な相談や支援を受けることができるよう、関係
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